
    ③  所得階層別
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 軽減税率適用法人  A

 その他            B

 軽減税率適用法人  E 239 56 78,595 29 168,214 8 69,299 108 2,884,262 31 2,168,662 41 10,482,444 5 8,953,888 517 24,805,364

 その他            F 77 20 25,253 15 88,790 4 36,748 63 1,780,152 43 3,190,992 122 38,311,560 28 104,485,477 372 147,918,972

13,460 3,561 4,555,425 988 5,685,689 241 2,158,928 1,111 24,260,442 169 11,422,326 126 26,753,226 2 3,673,316 19,658 78,509,352

13,776 3,637 4,659,273 1,032 5,942,693 253 2,264,975 1,282 28,924,856 243 16,781,980 289 75,547,230 35 117,112,681 20,547 251,233,688

13,776 3,637 4,659,273 1,032 5,942,693 253 2,264,975 1,282 28,924,856 243 16,781,980 289 75,547,230 35 117,112,681 20,547 251,233,688

 (注) １  所得金額欄は、令和元年度において確定した普通法人に係る法人の事業税額に対応する所得金額（収入金額課税分を除く。）のうち現事業年度分について作成した。

      ２  軽減税率適用法人については、所得金額の総額によって区分した。

      ３  事業年度が年２回の法人の所得の区分については、「年所得400万円以下」欄には200万円以下のものを記載し、以下の所得区分についても同様に記載した。。

      ４  分割法人については、主たる事務所又は事業所が香川県に所在するもののみについて、所得金額の総額を記載した。
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合    計年所得400万円以下
年所得400万円超
800万円以下

年所得800万円超
1,000万円以下

年所得1,000万円超
5,000万円以下

年所得5,000万円超
1億円以下

年所得1億円超
10億円以下

年所得10億円超


